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平成 16 年 9 月期  個別中間財務諸表の概要      平成１６年５月２１日 
会  社  名   東北化学薬品株式会社        登録銘柄 
コ ー ド 番 号           ７４４６                            本社所在都道府県 
（ＵＲＬ http://www.t-kagaku.co.jp）          青森県 
代  表  者   役  職  名  代表取締役社長 

氏    名 東 康夫 
問い合わせ先    責任者役職名 取締役管理グループ統括部長     
          氏    名 工藤 幸弘      ＴＥＬ（０１７２）３３－８１３１ 
決算取締役会開催日       平成１６年５月２１日                     中間配当制度の有無  有 

中間配当支払開始日       平成  －年－月 －日               単元株制度採用の有無 有（１単元 1000 株） 

 

１．16 年 3 月中間期の業績(平成 15 年 10 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

(1)経営成績 

 売 上 高 営業利益 経常利益 

 
16年 3月中間期 
15年 3月中間期 

百万円   ％
    ８，４３７ (△ ３．５)

８，７４１ (    １．９)

百万円   ％
        １４９ (△３３．２) 

        ２２４ (    ０．９)

百万円   ％
 １５７（△３４．１）

２３９（   １．１）

15 年 9 月期 １７，１２６   ３４４ ３７４ 

 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 
16年 3月中間期 
15年 3月中間期 

百万円   ％
    ６３（△４５．８）

    １１７（△ ２．６）

      円    銭
１４    ０１

２５    ８２

15 年 9 月期  １７８ ３９    ０３

 (注)①期中平均株式数    16 年 3 月中間期 4,566,804 株    15 年 3 月中間期 4,568,321 株   15 年 9 月期 4,567,759 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 

(2)配当状況 
 １株当たり 

中間配当金 
１株当たり 
年間配当金 

 
16年 3月中間期 
15年 3月中間期 

円  銭 
０  ００ 
０  ００ 

円  銭
――――― 
――――― 

15 年 9 月期 ―――――      ２２ ００

（注）15 年 9 月期期末配当金の内訳  普通配当 15 円 00 銭 記念配当 7円 00 銭 

(3)財政状態 
 総 資 産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
16年 3月中間期 
15年 3月中間期 

百万円 
８，４１１ 

８，４０５ 

百万円
３，９５３

３，８４９

％ 
４７．０ 

       ４５．８ 

円   銭
８６５  ７０

８４２  ４５

15 年 9 月期 ７，８３５ ３，９４２ ５０．３ ８６３  １５

 (注)①期末発行済株式数  16 年 3 月中間期 4,566,800 株   15 年 3 月中間期 4,567,200 株    15 年 9 月期 4,567,200 株 

   ②期末自己株式数   16 年 3 月中間期     3,200 株  (15 年 3 月中間期    2,800 株)   (15 年 9 月期   2,800 株) 

 

２．16 年 9 月期の業績予想(平成 15 年 10 月 1 日～平成 16 年 9 月 30 日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

期 末  

通  期 
百万円 

１７，０００ 

百万円

３００

百万円

１３０

円 銭 

 １５ ００ 

円 銭

 １５ ００

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)２８円４７銭 

（注）当資料に掲載している見通しの数値は、当社が現在入手可能な情報から判断したものであり、経済情勢などの動向に

より変動する場合がありますのでご承知おき下さい。 
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９．中間財務諸表等 
（１）中 間 貸 借 対 照 表 
                                  （単位：千円 千円未満切捨） 

前 中 間 期 
（平成 1５年３月３１日現在） 

当 中 間 期 
（平成 1６年３月３１日現在） 

前      期 
（平成 1５年９月３０日現在）

     期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

（資 産 の 部）  ％  ％ ％

流   動   資   産      

現 金 及 び 預 金 ※2 520,556
 

490,771  288,432

受 取 手 形  644,720
 

694,098  702,652

売 掛 金  3,890,762
 
3,726,959  3,573,001

た な 卸 資 産  610,451  612,188  462,272

そ の 他  66,797  67,989  67,018

貸 倒 引 当 金  △  6,761  △  2,222  △  6,276  

流 動 資 産 合 計  5,726,527 68.1 5,589,786 66.5 5,087,101 64.9

固  定  資  産      

有 形 固 定 資 産 
※1

※2
     

建 物  460,264  429,011  444,682

土 地  1,195,309  1,195,309  1,195,309

そ の 他  160,735  176,387  162,147

有形固定資産合計  1,816,309 21.6 1,800,708 21.4 1,802,139 23.0

無 形 固 定 資 産 7,639 0.1 11,646 0.1 7,609 0.1

投資その他の資産     

差 入 保 証 金  336,342 379,118  376,525

投 資 有 価 証 券 ※2 311,247 467,767  381,172

そ の 他  212,441 170,268  185,448

貸 倒 引 当 金  △  4,949 △  8,080  △  4,956

投資その他の資産合計  855,081 10.2 1,009,074 12.0 938,189 12.0

固 定 資 産 合 計  2,679,030 31.9 2,821,430 33.5 2,747,938 35.1

資 産 合 計 8,405,558 100.0 8,411,216 100.0 7,835,039 100.0
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（単位：千円 千円未満切捨） 

前 中 間 期 
（平成 1５年３月３１日現在） 

当 中 間 期 
（平成 1６年３月３１日現在） 

前      期 
（平成 1５年９月３０日現在） 

 

 

金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 構成比

 ％ ％ ％

（ 負  債  の  部 ）  

流 動 負 債   

 支 払 手 形  637,310 545,759  524,648

 買 掛 金  3,474,541 3,496,614  2,966,987

 未 払 法 人 税 等  117,103 85,411  101,913

 賞 与 引 当 金  31,000 31,000  31,000

 そ の 他  105,670 122,026  84,735

 流 動 負 債 合 計  4,365,626 51.9 4,280,812 50.9 3,709,285 47.4

固 定 負 債  

 退 職 給 付 引 当 金  61,742 46,225  50,823

 役員退職慰労引当金  122,192 124,674  126,744

 繰 延 税 金 負 債  － 25  －

 そ の 他  6,000 6,000  6,000

 固 定 負 債 合 計  189,935 2.3 176,925 2.1 183,567 2.3

負 債 合 計 4,555,561 54.2 4,457,737 53.0 3,892,852 49.7

（ 少 数 株 主 持 分 ）  

少 数 株 主 持 分 － － － － － －

（資  本  の  部）  

資 本 金  753,700 9.0 753,700 9.0 753,700 9.6

資 本 剰 余 金  814,400 9.7 814,400 9.7 814,400 10.4

利 益 剰 余 金  2,253,877 26.8 2,277,669 27.0 2,314,169 29.5

その他有価証券評価差額金 ※３ 29,294 0.3 109,181 1.3 61,193 0.8

  3,851,271 3,954,950  3,943,462

自 己 株 式  △   1,275 △0.0 △   1,471 △0.0 △   1,275 △0.0

資 本 合 計 3,849,996 45.8 3,953,478 47.0 3,942,186 50.3

負債、少数株主持分及び資本合計 8,405,558 100.0 8,411,216 100.0 7,835,039 100.0
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（２）中 間 損 益 計 算 書 
                                      （単位：千円 千円未満切捨） 

前中間期 
自平成１４年１０月１日

至平成１５年３月３１日

当中間期 
自平成１５年１０月１日 

至平成１６年３月３１日 

前  期 
自平成１４年１０月１日

至平成１５年９月３０日

期  別 

 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比

  ％ ％ ％

売 上 高 8,741,215 100.0 8,437,760 100.0 17,126,797 100.0

売 上 原 価 7,727,810 88.4 7,505,487 89.0 15,190,493 88.7

売 上 総 利 益 1,013,404 11.6 932,272 11.0 1,936,303 11.3

販売費及び一般管理費 788,784 9.0 782,338 9.2 1,591,895 9.3

営 業 利 益 224,620 2.6 149,934 1.8 344,408 2.0

営 業 外 収 益 16,788 0.2 10,594 0.1 32,982 0.2

営 業 外 費 用 2,065 0.0 2,694 0.0 2,552 0.0

経 常 利 益 239,343 2.8 157,834 1.9 374,839 2.2

特 別 損 失 ※１ 8,462 0.1 15,270 0.2 1,968 0.0

税引前(中間)当期純利益 230,880 2.7 142,564 1.7 372,870 2.2

法人税、住民税及び事業税 117,369 1.3 86,576 1.0 196,428 1.2

法 人 税 等 調 整 額 △   4,457 △0.0 △   7,990 △0.1 △   1,817 △0.0

中間 (当期 )純利益 117,968 1.4 63,978 0.8 178,259 1.0

前 期 繰 越 利 益 70,909 68,690  70,909

中間(当期)未処分利益 188,877 132,669  249,169
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

① 子会社株式 

移動平均法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

① 子会社株式 

同左 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

     中間決算末日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

同左 

② その他有価証券 

 時価のあるもの 

     決算末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は、全

部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

により算定) 

 時価のないもの 

     移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

同左 

 時価のないもの 

同左 

(2) たな卸資産 

総平均法による原価法 

(2) たな卸資産 

同左 

(2) たな卸資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法によって

おります。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

ソフトウェア(自社利用分)につい

ては、社内における見込利用可能

期間(５年)による定額法 

(2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利用分)につい

  ては、社内における見込利用可能

期間(５年以内)による定額法 

(2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利用分)につい

  ては、社内における見込利用可能

期間(５年)による定額法 

(3) 長期前払費用 

均等償却によっております。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については、貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については、個別に回収

の可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため支給見込額に基づ

き計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当中

間会計期間末において発生してい

ると認められる額を計上しており

ます。 

また、数理計算上の差異は、各期

の発生時の従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数(５年)によ

る定額法により翌会計年度から費

用処理することにしております。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため当

期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、計上し

ております。 

 また、数理計算上の差異は、各

期の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(５年)に

よる定額法により翌会計年度から

費用処理することにしておりま

す。 
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前中間会計期間 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日) 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく中間期

末要支給額を計上しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員に対する退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく期末要

支給額を計上しております。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

５ その他中間財務諸表作成のための

基本となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基本

となる重要な事項 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年３月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成15年10月１日 
至 平成16年３月31日) 

前事業年度 
(自 平成14年10月１日 
至 平成15年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

中間財務諸表等規則の改正により当中

間会計期間から「資本準備金」は「資

本剰余金」の内訳と「利益準備金」「任

意積立金」「中間未処分利益」は「利益

剰余金」の内訳として表示しておりま

す。 

(法人税等の税率の変更による繰延税

金資産及び繰延税金負債の修正額) 

固定資産の部の繰延税金資産及び繰延

税金負債の計算に使用した法定実効税

率は、前中間期41.7％、当中間期40.4％

であり、当中間会計期間における税率

の変更により繰延税金資産の金額（繰

延税金負債の金額を控除した金額）が、

2,484千円減少し、法人税等調整額（借

方）の金額が2,484千円増加しておりま

す。 
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注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間期 
（平成 1５年３月３１日現在） 

当中間期 
（平成 1６年３月３１日現在） 

前   期 
（平成 1５年９月３０日現在） 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 
       ７６０，１６９ 

１ 有形固定資産の減価償却累計額 
       ７９６，１４２

１ 有形固定資産の減価償却累計額 

７８３，１２５ 

２ 担保に供している資産 

預    金     ５，０００ 

投資有価証券    ２２，６８２ 

土    地    ５３，５３４ 

   計       ８１，２１６ 

上記に対応する債務 

支 払 手 形      ４４，７１３ 

買   掛   金     ４１４，８９４ 

   計     ４５９，６０８ 

２ 担保に供している資産 

預    金     ５，０００

投資有価証券     ６，０７０

土    地    ５３，５３４

   計       ６４，６０４

上記に対応する債務 

支 払 手 形      ３５，８４２

買   掛   金     ３８５，６７４

   計     ４２１，５１６

２ 担保に供している資産 

預    金      ５，０００

投資有価証券     ２１，３１６

土    地    ５３，５３４

   計        ７９，８５０

上記に対応する債務 

支 払 手 形      ５９，０２７

買   掛   金     ３２４，３３７

   計     ３８３，３６５

 

 

  ３ 商法第 290 条第 1 項第 6 号に規定

されている時価を付したことによ

り増加した純資産の額は、６１，

１９３千円であります｡ 
 

                       

（中間損益計算書関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間期 

自平成１４年１０月１日 

至平成１５年３月３１日 

当中間期 

自平成１５年１０月１日 

至平成１６年３月３１日 

前  期 

自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

１ 特別損失の主要項目 

  投資有価証券評価損 ８，４６２ 

１ 特別損失の主要項目 

  前期損益修正損  １３，６００

  会員権評価損    １，１９９

１ 特別損失の主要項目 

投資有価証券評価損 １，９６８
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（リース取引関係） 

（単位：千円 千円未満切捨） 

前中間期 

自平成１４年１０月１日 

至平成１５年３月３１日 

当中間期 

自平成１５年１０月１日 

至平成１６年３月３１日 

前  期 

自平成１４年１０月１日 

至平成１５年９月３０日 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 

 
什 器 

備 品 
  

取 得 

価 額 

相 当 額 

325,164

減価償却

累 計 額 

相 当 額 
184,231

中間期末

残 高 

相 当 額 
140,933

 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内        53,699 

１  年  超        87,233 

     計           140,933
なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び中間期末残高相当

額 

 

 
什 器

備 品
  

取 得

価 額

相当額

232,427

減価償却

累 計額

相当額
129,444

中間期末

残 高

相当額
102,983

 

未経過リース料中間期末残高相当額 

１  年  内        37,782 

１  年  超        65,200 

     計           102,983
なお、取得価額相当額及び未経過リース

料中間期末残高相当額は、未経過リース

料中間期末残高の有形固定資産の中間期

末残高等に占める割合が低いため、支払

利子込み法により算定しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引 

リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額及び期末残高相当額 

 

 

 
什 器 

備 品 
  

取 得 

価 額 

相 当 額 

284,117

減価償却

累 計 額 

相 当 額 
166,816

期 末 

残 高 

相 当 額 

117,300

 

未経過リース料期末残高相当額 

１  年  内       44,516 

１  年  超       72,784 

     計              117,300 
なお、取得価額相当額及び未経過リース

料期末残高相当額は、未経過リース料期

末残高の有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法に

より算定しております。 

支払リース料及び減価償却費相当額 

                29,022 

支払リース料及び減価償却費相当額 

                        22,179 

支払リース料及び減価償却費相当額   

             57,390

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内         8,125  

１  年  超      16,033 

     計         24,158 
 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内         8,633  

１  年  超      10,155 

     計         18,788 
 

 

オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１  年  内        8,786 

１  年  超      14,462 

     計         23,249 
 

転貸リース取引 

未経過リース料（受取） 

１  年  内          385 
１  年  超           －  

     計             385 
未経過リース料（支払） 

１  年  内          385 
１  年  超           －  

     計             385 

 

  

 
（有価証券関係） 

  当中間会計期末において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません｡ 

 


